














進医療や国際医療協力等についても経験できるような魅力ある仕組みづくりが必要です。 

○ 本県出身者等で県外大学の医学部を卒業した医師が安心して三重県に戻ってこられるよう、

キャリア形成支援を行う必要があります。 

○ 厚生労働省が設置した「専門医の在り方に関する検討会」において、第三者機関による専

門医資格を取得するためのプログラムの認定等の新たな専門医の仕組みが検討されている

ところであり、三重県地域医療支援センターの取組における専門医資格の取得につながる

後期臨床研修プログラムの作成にあたっては、国の検討結果との整合を図っていく必要が

あります。 

○ 初期臨床研修医のマッチング率のさらなる向上やより多くの後期臨床研修医の確保、バデ

ィ・ホスピタル・システムの促進に向けて、指導医の育成・確保等、関係医療機関の受入

体制を充実していく必要があります。 

○ 近年、医師数に占める女性医師の割合が高まっていますが、出産・育児等により、医療現

場を離れる女性医師も多いことから、子育て中の医師等が働きやすい、もしくは復帰しや

すい病院の勤務環境を改善・整備していくことが必要です。 

○ 地域医療に従事する医師の確保に向けて、大学医学部の医師養成課程において、地域医療

への動機づけや卒前・卒後を通じた一貫したキャリア形成支援等、三重大学医学部や市町、

県が連携し、地域医療教育の充実を継続して進める必要があります。 

○ 義務教育課程や高校教育課程において、医師の業務や地域医療の必要性について理解を深

める機会を設けるなど、長期的な視点に立って地域医療に従事する医師を養成していく取

組についても検討していく必要があります。 

 

（３） めざす姿 

○ 若手医師を対象としたキャリア形成支援等に重点的に取り組むことによって、若手医師が

県内に定着するとともに、医師不足地域の医療機関の医師確保にもつながっています。 

○ これにより、県内の全ての地域において地域医療体制の維持に必要な医師が確保され、地

域間、診療科目間の偏在の解消が進むとともに、救急医療や周産期医療等への対応が円滑

に行われています。 

 

（４） 取組方向 

取組方向１：医師確保対策の総合的な実施 

取組方向２：地域医療を担う若手医師や女性医師への支援体制の充実 

取組方向３：三重県地域医療支援センターを核とした若手医師の県内医療機関への定着と

医師の地域偏在解消に向けた仕組みの構築 

 

（５） 取組内容 

取組方向１：医師確保対策の総合的な実施 

○ 医師無料職業紹介事業等を通じて県内医療機関の求人情報を効果的に発信し、全国から医

師を招へいするとともに、自治医科大学義務年限内医師やキャリアサポート制度活用医師
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を派遣すること等により、へき地等に勤務する医師の確保を進めます。また、臨床研修医、

専門研修医への研修資金貸与制度、寄附講座の設置等を通じて即効性のある医師確保につ

なげます。（医療機関、大学、市町、県）5 

○ バディ・ホスピタル・システムを活用した都市部の病院から医師不足地域の病院への診療

支援を進めるとともに、救急医療を担う病院における勤務医の負担軽減に係る取組や臨床

研修病院の魅力向上等の医療機関の取組を促進します。（医療機関、医療関係団体、県） 

○ 医師修学資金貸与制度の運用を通じて将来県内医療機関で勤務する医師の確保を図るとと

もに、三重県地域医療支援センターにおける医師不足原因や医師需給状況の分析、キャリ

ア形成支援の仕組みづくり等の取組に対応し、必要に応じて制度の見直しを行っていきま

す。（県） 

○ 三重大学医学部の医師養成課程において、市町と連携した地域での保健活動実習やへき地

医療機関と連携した見学実習等、地域医療の現場でのより充実した教育機会の提供等によ

り、地域医療教育の充実を図り、地域医療の優れた担い手の育成につなげます。（医療機関、

三重大学、市町、県） 

○ 義務教育課程や高校教育課程において医師の業務や地域医療の必要性について理解を深め

る機会を充実していきます。（医療機関、教育機関、市町、県） 

 

取組方向２：地域医療を担う若手医師や女性医師への支援体制の充実 

○ 地域医療の担い手の育成に向けて、三重県地域医療研修センター事業を拡充し、医学生や

研修医を受け入れる医療機関の増加を図ります。（医療機関、県） 

○ 若手医師の確保・定着化を図るため、医療機関等における臨床研修受入体制の整備や指導

医の確保・育成、女性医師を主とした子育て医師等の復帰支援、院内保育の充実支援、総

合診療医の育成拠点整備等の取組を進めます。（医療機関、三重大学、医療関係団体、県） 

○ 「三重県地域医療再生計画」に基づき、地域における病院機能の再編・統合等を進め、救

急医療機能の強化充実、総合診療医を育成する機能の整備等の診療体制整備を通じて、限

られた医療人材の効果的な活用および若手医師の研修環境を充実します。（医療機関、三重

大学、市町、県） 

  

取組方向３：三重県地域医療支援センターを核とした若手医師の県内医療機関への定着と医師

の地域偏在解消に向けた仕組みの構築 

○ 三重大学、ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター、三重県地域医療支援センター等の関

係機関が連携して、大学における医師養成課程から初期臨床研修後の専門医資格の取得に

至るまで一貫したキャリア形成支援を進めます。（医療機関、三重大学、ＮＰＯ法人ＭＭＣ

卒後臨床研修センター、県） 

○ 医療機関、三重県地域医療支援センター（県）・同センター分室（三重大学）等が連携して、

修学資金貸与医師等が、県内で勤務しながら基本的な診療領域の専門医資格を取得できる

後期臨床研修プログラムを作成します。作成にあたっては、三重大学を含めて県内の複数

の医療機関をローテーションするとともに、一定期間県外で先進医療や国際医療協力等に

                            
5
 （ ）内は、それぞれの取組における実施主体をあらわします。 
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ついて経験できるような魅力的なプログラムとします。当該プログラムに基づいて、県内

の医療機関で、安心してキャリア形成ができるようにすることにより、若手医師の県内定

着を進めます。（医療機関、三重大学、県） 

○ 後期臨床研修プログラムに医師不足地域の医療機関を含めることにより、修学資金貸与医

師等が勤務することになり、結果として医師の地域偏在の解消を進めます。（医療機関、三

重大学、県） 

○ また、それに伴う指導医の確保・育成等については、バディ・ホスピタル・システムにお

ける派遣先医療機関の指導体制の充実も含めて現状と課題を分析し、必要な対策を検討し

ます。（医療機関、三重大学、県） 

○ 総合診療医の育成拠点の整備にあわせて総合診療医の専門医資格を取得するための後期臨

床研修プログラムを作成することにより、総合診療医の育成を推進します。（医療機関、三

重大学、県） 

○ 若手医師のニーズ把握調査を行い、その結果をキャリア形成支援の取組に反映させます。

（三重大学、ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨床研修センター、県） 

○ 修学資金貸与医師等に対する研修会の実施やキャリア形成に関する相談・情報提供等の支

援を行うことにより、若手医師の県内医療機関への定着を進めます。（三重大学、ＮＰＯ法

人ＭＭＣ卒後臨床研修センター、県） 

○ 病院勤務医に対する勤務状況の調査および病院に対する医師不足状況の調査を実施し、医

師不足原因および医師の需給状況の分析を行います。（三重大学、ＮＰＯ法人ＭＭＣ卒後臨

床研修センター、医師会、県） 

○ これらの事業を中心となって行う三重県地域医療支援センターについては、三重大学、医

師会、病院協会、市町、住民代表等の地域の医療関係者等と協働し、効果的に運営します。

（県） 
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図表 ４-２-4 県内の二次保健医療圏別医療施設従事歯科医師数 

（単位:人） 

  総数 
北勢 

保健医療圏

中勢伊賀   南勢志摩   東紀州 

保健医療圏保健医療圏 うち伊賀サブ
保健医療圏

保健医療圏 うち伊勢志摩サブ
保健医療圏 

歯科医師数 1,096 479
280

(194)
86

296

(128)
168 41

人口 10 万人

あたり 
59.1 57.0

60.4

(67.9)
48.5

62.7

(56.5)
68.5 51.5

※（ ）内はサブ保健医療圏を除いた数値です。 

出典：厚生労働省「平成 22 年 医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

○ 医療機関に従事する 1,096 人中 1,044 人（95.3％）の歯科医師が歯科診療所に従事してお

り、県民の歯と口腔の健康を日常的にトータルサポートするかかりつけ歯科医*としての役

割が期待されています。そのため、在宅や介護施設での歯科医療や口腔ケアの提供におい

ては、地域ケアに携わる一員として他の職種と連携した取組が重要です。 

 

（２） 課題 

○ 県歯科医師会と連携し、歯科医師が少ない地域での歯科保健医療活動が効率よく実施でき

る体制づくりが必要となっています。 

○ 地域医療等を担う一員として歯科医師が積極的に活動できるよう、医師会等他の職種医療

関係者との連携を進めていく必要があります。 

○ 高齢化等の進行に伴う歯科保健医療ニーズの高度化・多様化、歯科医療技術の進歩への対

応、障がい2児（者）、要介護高齢者等への専門歯科医療などのため、歯科医師の生涯研修

を進めていく必要があります。 

 

（３） めざす姿 

○ 歯科保健医療ニーズの高度化・多様化と歯科医療技術の進歩に対応した予防と治療が一体

となった歯科保健医療の提供に向け、県内の全ての地域において必要な歯科医師が確保さ

れています。 

 

（４） 取組方向  

取組方向１：歯科医師が少ない地域での歯科保健医療体制の充実 

取組方向２：歯科医師の生涯研修の推進と障がい児（者）、要介護高齢者等への専門歯科

医療を提供する人材の育成 

 

                            
2
 本県では、法令、条例等に基づく制度や固有名詞等で「障害」の漢字表記が使用されている場合には、そのままの

漢字表記を使用し、その他は「障がい」のひらがな表記にしています。 
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○ 保健医療圏別の人口 10 万人あたりの看護師数は、中勢伊賀保健医療圏で 1,007.6 人、南

勢志摩保健医療圏で 794.6 人と全国平均より高くなっていますが、その他の保健医療圏で

は下回っており、特に伊賀サブ保健医療圏では533.8人と低くなっています。准看護師は、

東紀州保健医療圏で 481.4 人と高く、次いで南勢志摩保健医療圏で 393.4 人となっていま

す。全体としては、中勢伊賀保健医療圏で 1,315.7人と高く、伊賀サブ保健医療圏で 756.9

人と低くなっています。 

 

図表 ４-２-12 保健医療圏別の看護職員従事者数（人口 10 万人あたり） 

（単位：人） 

 

※中勢伊賀保健医療圏、南勢志摩保健医療圏については、それぞれサブ保健医療圏を除いた数値です。 

        出典：厚生労働省「平成22年度 衛生行政報告例」 

 

○ 本県の看護師等の養成については、平成 24（2012）年現在、看護系大学３か所、助産師養

成所１か所、看護師養成所（３年課程）12か所、同養成所（５年一貫）１か所、准看護師

養成所１か所の計 18施設で実施されており、入学定員は全体で 885 人となっています3。

平成 23（2011）年度の看護師等学校養成所の受験者数は 2,973 人で、そのうち合格者数は

1,165 人、競争率は 2.6倍となっています。 

○ 平成 24（2012）年度の「看護師等学校養成所入学及び卒業生就業状況調査」においては、

16の施設から 800 人の卒業生があり、看護師として 658人が就業し、うち 503 人が県内に

就業しています。県内就業率は 62.9％と、全国の 52.8％と比較すると高い水準にありま

す。 

 

図表 ４-２-13 看護師等学校養成所数、定員数および卒業者数の全国と県との比較 

（単位：か所、人） 

区 分 

養成所数 １学年定員 卒業者数 

実数 
人口 10 万

人あたり 
実数 

人口 10 万

人あたり 
実数 

人口 10 万

人あたり 

全 国 1,038 0.82 60,501 47.8 62,838 49.6 

三重県 16 0.87 815 44.3 800 43.5 

※助産師・准看護師養成所を除きます。 

出典：厚生労働省「平成24年度 看護師等学校養成所入学及び卒業生就業状況調査」 

 

 

                            
3 出典：三重県調査（平成 24 年） 

保健医療圏 看護師 准看護師 
看護師および 

准看護師 

全 国 774.6 287.5 1,062.1 

三重県 701.8 308.0 1,009.8 

北勢保健医療圏 653.3 273.6 926.9 

中勢伊賀保健医療圏 1,007.6 308.1 1,315.7 

伊賀サブ保健医療圏 533.8 223.1 756.9 

南勢志摩保健医療圏 794.6 393.4 1,188.0 

伊勢志摩サブ保健医療圏 618.7 354.6 973.3 

東紀州保健医療圏 569.7 481.4 1,051.1 
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護職員の不足は喫緊の課題です。 

○ 看護職員の就業場所では、病院の看護職員数の増加が大きく、平成 18（2006）年度の診療

報酬*改定で「７対１入院基本料*」が設定されたことなどにより、依然として病院での看

護職員の需要が高いことが推測され、人材の確保が必要です。 

○ 社会福祉施設や介護保険施設などでも看護職員数が増加しており、さらなる看護職員の需

要が見込まれます。また今後、在宅医療提供体制の整備を進めるにあたり、訪問看護ステ

ーションの看護職員の確保も必要となっています。 

○ 看護師の資格を持ちながら、出産や育児等の理由で退職した潜在看護師の復帰支援の取組

が必要です。 

○ 少子化による高校卒業者の減少等により、看護職を志望する学生の減少が懸念されます。

学生を確保するためには、看護の魅力について普及啓発することが必要です。 

○ 看護職員の離職防止のため、新人看護職員や中堅看護職員が、働きがいを維持し、看護職

員としての成長を実感できる職場環境づくりや研修体制を充実する取組が必要です。また、

配置基準を満たすだけでなく、勤務時間や夜勤勤務体制について検討し、さまざまな勤務

形態の導入や、看護職員の勤務条件を改善するための取組も重要です。 

○ 子育てをしながらも、看護職員としての就労を継続するため、医療機関等における保育所

の整備が必要です。 

○ 医療技術の高度化、患者の高齢化・重症化、在院日数の短縮化が進む中、患者本位の医療

を実現するためには安全で質の高い看護を提供できる人材の育成が求められています。 

○ 多職種の医療関係者が身近にいる医療機関とは異なり、訪問看護ステーションや社会福祉

施設等においては医療職として的確な看護判断や技術が求められ、質の高いさまざまな看

護を提供できる人材の確保が必要です。 

 

（３） めざす姿 

○ 医療機関における高度先進医療から地域における在宅医療、介護・福祉分野での看護まで

幅広い領域において県民の皆さんによりよい看護サービスが提供できるよう、医療現場が

必要とする資質の高い看護職員の確保と定着が進められ、看護職員の不足が解消されてい

ます。 

 

（４） 取組方向 

取組方向１：看護職員養成のさらなる充実強化と看護職員の確保促進 

取組方向２：離職防止対策の充実等による定着促進 

取組方向３：資質向上のための研修の充実 

 

（５） 取組内容 

取組方向１：看護職員養成のさらなる充実強化と看護職員の確保促進 

○ 少子化の進行等により、今後、看護師等学校養成所の入学者の確保が困難になることが想
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定されることから、看護の魅力についての普及啓発や、病院における高校生等の看護体験

学習の支援、進路相談会の開催等、入学者の確保対策に取り組みます。（医療機関、養成

機関、看護協会、県） 

○ 看護師等学校養成所の教育体制充実のため、民間の看護師等学校養成所の運営を支援しま

す。（県） 

○ 看護職員の県内への定着を図るため、看護系大学を含む看護師等学校養成所で学ぶ学生に

修学資金の貸付を行うなど、県内就業率の向上に取り組みます。（医療機関、市町、県） 

○ ナースセンター*の運営を行う県看護協会と協力して、さまざまな勤務形態での雇用等を含

めた看護職員の再就業を促進します。さらに潜在看護職員の再就職への不安を軽減するた

めに復職支援研修を実施します。（看護協会、県） 

○ 県広報などさまざまな広報手段を積極的に活用して、ナースバンク*への求職・求人登録者

数の増加を図ります。（看護協会、県、関係機関） 

 

取組方向２：離職防止対策の充実等による定着促進 

○ 院内保育所の設置など、子育てをしながらも、働きやすい勤務環境の整備を進めます。（医

療機関、県） 

○ 新人・中堅の看護職員の働きがいを維持し、職場定着を支援するため、新人看護職員およ

び中堅看護職員の研修体制の充実を図ります。（医療機関、看護協会、県） 

○ 職場の就労環境を改善し、離職防止を積極的に推進するモデル病院へのアドバイザーの派

遣や勤務環境相談窓口の設置など、県内の病院等での離職防止対策の充実を図ります。（医

療機関、看護協会、県） 

○ 県内の病院等の看護職員の就業環境や離職状況などを調査・分析し、医療関係団体等の協

力を得て検討会の場を設置するなど、離職防止や定着促進について連携して取り組みます。

（養成機関、医療関係団体、県、関係機関） 

 

取組方向３：資質向上のための研修の充実 

○ 資質の高い看護職員を養成するため、県内の看護師等学校養成所と連携し、教育の充実お

よび看護教員・実習指導者の資質の向上に取り組みます。（養成機関、県） 

○ 県看護協会等と連携し、看護職員が最新の技術および知識を習得し、より質の高い看護を

提供できるよう研修体制の一層の充実を図ります。（医療機関、看護協会、県） 

○ 看護管理者に対する研修や情報交換の機会を設け、新人・中堅期の看護職員の教育体制や

就労環境の整備に向けて取り組むことができるよう看護管理者の資質の向上を図ります。

（看護協会、県、関係機関） 

○ 看護職員に対して、「訪問看護*」という働き方に関する広報活動を進めるとともに、訪問

看護師の育成に向けて研修を実施し、資質の向上を図ります。（看護協会、県、関係機関） 
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えたりします（物理療法）。これらの物理的治療手法による治療を理学療法といいます。 

○ 作業療法士（ＯＴ）は、体やこころに障がいのある人などに対し、その主体的な生活の獲

得を図るため、諸機能の回復、維持、開発を促す作業活動を用いて治療・指導・援助を行

います（作業療法）。業務内容としては、移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関

するＡＤＬ*（日常生活動作）訓練、家事、外出等のＩＡＤＬ*（手段的日常生活動作）訓

練、福祉用具の使用等に関する訓練、退院後の住環境への適応訓練、発達障がいや高次脳

機能障がい等に対するリハビリテーションがあります。 

○ 言語聴覚士（ＳＴ）は、音声機能、言語機能、摂食・嚥下機能、または聴覚に障がいのあ

る人に対し、その機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これに必要な検査、

助言、指導その他の援助を行います（言語聴覚療法）。 

○ 高齢化や疾病構造の変化に伴いリハビリテーションへの需要が高まっており、理学療法士

数、作業療法士数ともに近年急増しています。 

○ 平成 23（2011）年 10 月１日現在、県内の病院における就業者数は、非常勤従事者を常勤

換算した分を含めると、理学療法士 566.0 人、作業療法士 392.5人、言語聴覚士 110.1 人

となっています5。また、医療機関以外にも介護保険施設等に多くの理学療法士、作業療法

士および言語聴覚士が就業しています。 

○ 県内の理学療法士養成校は、大学１校（定員 40 人）、養成所２校（定員 80 人）であり、

作業療法士養成校は養成所１校（定員 40 人）です。 

 

（２） 課題 

○ 高齢者の増加に伴い、脳卒中、心筋梗塞、がん等の患者や整体が必要な患者等の増加に対

するリハビリテーションの需要が増加することが予想されるため、今後も理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士等のリハビリテーションスタッフの養成を図る必要があります。 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリテーションスタッフが、日々進歩する

医療技術やリハビリテーション技術などに対応できるよう、生涯にわたる研修体制を充実

していくことが必要です。 

 

（３） めざす姿 

○ 医療機関や福祉施設等に必要な理学療法士、作業療法士および言語聴覚士が確保されてい

ます。 

○ 進歩する医療技術やリハビリテーション技術に対応できる生涯研修体制が確保されてい

ます。 

 

（４） 取組方向 

取組方向：生涯研修体制の充実 

                            
5 出典：厚生労働省「平成 23 年 病院報告」 

－55－









（２） 課題 

○ 保健医療に関するさまざまな専門職の確保と資質向上の取組が求められています。 

 

（３） 取組内容 

○ 養成施設、医療関係団体、医療機関、行政など、さまざまな関係機関が連携して人材の確

保と資質の向上を図ります。 
 

図表 ４-２-25 保健医療関係者の職務内容および三重県における従事者数 

※歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師および柔道整復師の従事者数は実人数です。 

※その他の職種の従事者数は常勤換算および非常勤従事者を常勤換算した数の合計です。 

出典：厚生労働省「平成22年度 衛生行政報告例」、厚生労働省「平成23年 病院報告」  

職 種 職務内容 従事者数 

歯科技工士 

歯科技工所や歯科診療所等において、入れ

歯、差し歯、金冠、矯正装置等の製作、修理

などを行います。 

県内の歯科技工所等に

496人が従事 

診療放射線技師 

診療Ｘ線技師 

医療機関や検診センター等において放射線を

用いた検査や治療を行います。 

県内の病院に診療放射

線技師508.8人、診療Ｘ

線技師2.0人が従事 

衛生検査技師 

臨床検査技師 

衛生検査技師は、病院の検査室や衛生検査所

において、微生物学的検査、血清学的検査、

病理学的検査、寄生虫学的検査、生化学的検

査等の検体検査を行います。        

臨床検査技師は、これらに加えて心電図検

査、脳波検査等の生理学的検査を行います。 

県内の病院に臨床検査

技師672.9人、衛生検査

技師3.0人が従事 

臨床工学技士 

人工呼吸器、人工心肺、ペースメーカー、血

液透析装置等の生命維持装置の操作および保

守点検を行います。 

県内の病院に225.8人

が従事 

医療ソーシャルワ

ーカー（ＭＳＷ） 

関係機関や関係職種と連携し、患者の抱える

経済的、心理的、社会的な問題の解決に向け

た調整を行います。また、地域のケアシステ

ムづくりにも参加します。 

県内の病院に72.8人が

従事 

 

精神保健福祉士 

（ＰＳＷ） 

精神病院で治療を受ける精神障がい者や、社

会復帰の促進を目的とする施設を利用する精

神障がい者の社会復帰に関する相談に応じ、

助言、指導、日常生活への適応のために必要

な訓練を行います。 

県内の病院に116.0人

が従事 

あん摩マッサージ

指圧師 

施術所等において、あん摩、マッサージ、指

圧を行います。 

県内の施術所等に762

人が従事 

はり師 
施術所等において、はりによる施術を行いま

す。 

県内の施術所等に748

人が従事 

きゅう師 
施術所等において、きゅうによる施術を行い

ます。 

県内の施術所等に716

人が従事 

柔道整復師 
施術所等において、打撲・捻挫に対する施術

と、骨折・脱臼に対する応急手当を行います。

県内の施術所等に337

人が従事 
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（２） めざす姿 

○ 医療機関が、その機能に応じて役割分担を明確にし、緊密な連携のもとで患者の情報を共

有して、急性期から療養期に至るまでの切れ目のない医療を提供するとともに、地域にお

ける医療資源の状況をふまえて医療・病床機能の集約化・重点化を進め、良質で効率的な

医療を提供できる体制が構築されています。 

○ 県民が、かかりつけ医・歯科医、かかりつけ薬局を持ち、医療機関から医療情報が十分に

提供されることにより、県民と医療従事者との信頼関係のもとに、医療に関する相談・指

導など、納得した医療が行われています。 

○ 医療機関がホームページ等を通じて機能、役割分担等の情報を積極的に公開することによ

り、患者自らがその疾病の状況に応じて医療機関を適切に選択して受診するなど、適切な

受療行動がとられています。 

 

（３） 取組方向 

取組方向１：医療機関が患者の症状に応じた適切な医療サービスを切れ目なく提供してい

くための医療機能分化の推進と連携の促進 

取組方向２：限られた医療資源を効果的に活用していくための医療機能の集約化・重点化

の推進 

取組方向３：県民が適切な受療行動をとることができるためのかかりつけ医等の普及、医

療機能分化に関する啓発および医療情報提供体制の充実 

  

（４） 取組内容 

取組方向１：医療機関が患者の症状に応じた適切な医療サービスを切れ目なく提供していく

ための医療機能分化の推進と連携の促進 

○ 医療機関は、自らの機能と役割を明確化し、他の医療機関との機能分担を図ることにより、

高度で効率的な医療を提供できる体制整備を進めます。（医療機関） 

○ 医療機関は、患者に対する診療情報の提供を行うとともに、他の医療機関や関係機関との

情報共有を行い、地域連携クリティカルパスの活用などにより患者の疾病の状況に応じた

医療サービスが切れ目なく提供されるよう、相互に連携して取り組みます。（医療機関、

関係機関） 

○ 地域医療支援病院（厚生連鈴鹿中央総合病院、厚生連松阪中央総合病院、伊勢赤十字病院、

済生会松阪総合病院、国立病院機構三重中央医療センター、市立四日市病院、四日市社会

保険病院、名張市立病院）は、かかりつけ医・歯科医等からの紹介患者に対する医療の提

供や医療機器等の共同利用のほか、必要な医療を提供した患者に対し、その病状に応じて

当該紹介を行った医療機関等の適切な医療機関を紹介し、その後の医療を確保するなど、

相互連携の強化、機能分化に取り組みます。（地域医療支援病院、医療機関） 

○ 医療機関やその関係機関が地域において緊密な連携を図り、できる限り住み慣れた地域で

在宅を基本とした生活が送れるよう、患者のニーズをふまえた医療サービスの提供体制を
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構築していくための情報交換や協議の場づくりを支援します。（医療機関、市町、県、関

係機関） 

 

取組方向２：限られた医療資源を効果的に活用していくための医療機能の集約化・重点化の

推進 

○ 地域における医療資源の充実に向けて医師等医療従事者の確保に努めるとともに、医療機

能の向上を図ります。（医療機関、市町、県） 

○ 地域の医療資源の状況に応じて医師や医療機能の集約化を進めることにより、地域におけ

る医療提供体制の維持、充実を図ります。（医療機関、市町、県） 

○ 地域の医療提供体制における高度で専門的な医療を提供する拠点を確保するため、特定の

医療機関における医療機能の重点化を推進します。（医療機関、市町、県） 

 

取組方向３：県民が適切な受療行動をとることができるためのかかりつけ医等の普及、医療

機能分化に関する啓発および医療情報提供体制の充実 

○ 医療機関が提供する医療サービスの質を高めるとともに、その役割を明確にして、県民に

対して医療機能に関する情報提供を行います。（医療機関、県、関係機関） 

○ かかりつけ医・歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性について県民に対する普及啓

発の取組を進めます。（医療機関、県、関係機関） 

○ 「医療ネットみえ」を活用して、県内全ての医療機関の必要な情報を患者の視点に立って

わかりやすく掲載するとともに、「医療ネットみえ」の情報内容の充実に努めます。（医療

機関、県） 

○ インフォームド・コンセントやセカンドオピニオンによる医療を推進するため、医療関係

団体等と連携し、県民および医療機関に広く制度を周知し、患者の医療に対する主体的な

参加を支援します。（県民、医療機関、医療関係団体、市町、県）  

○ 診療記録等については、適切な管理を行うとともに、開示にあたっては、個人情報保護法

および厚生労働省や日本医師会の診療情報の提供に関する指針をふまえ、対応します。（医

療機関、医療関係団体、市町、県）  
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